
岩手県議会訓令第１号 

                                                      事務局  

 岩手県議会公印規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  平成 21 年３月 31日 

                                          岩手県議会議長 渡 辺 幸 貫  

   岩手県議会公印規程等の一部を改正する訓令 

 （岩手県議会公印規程の一部改正） 

第１条 岩手県議会公印規程（昭和 44年岩手県議会訓令第２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （公印及び管守）  （公印及び管守） 

第２条 公印は、別表のとおりとし、総務課長が管守する。 第２条 公印は、別表のとおりとし、総務課総括課長が管守す

る。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （公印取扱者）  （公印取扱者） 

第３条 総務課長は、所属職員のうちから公印取扱者を定めな

ければならない。 

第３条 総務課総括課長は、所属職員のうちから公印取扱者を

定めなければならない。 

２ 公印取扱者は、総務課長の指揮監督を受け、公印の保管及

び使用に関する事務を処理するものとする。 

２ 公印取扱者は、総務課総括課長の指揮監督を受け、公印の

保管及び使用に関する事務を処理するものとする。 

 （公印の調製等）  （公印の調製等） 

第６条 総務課長は、公印を調製し、又は改刻したときは、当

該公印の印影を公印台帳（別記様式）に登録しなければなら

ない。 

第６条 総務課総括課長は、公印を調製し、又は改刻したとき

は、当該公印の印影を公印台帳（別記様式）に登録しなけれ

ばならない。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （公印台帳）  （公印台帳） 

第８条 総務課長は、公印台帳を備え、所要の事項を記載して

整理しなければならない。 

第８条 総務課総括課長は、公印台帳を備え、所要の事項を記

載して整理しなければならない。 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

印刻文字 印 材 大きさ（ミリメートル）

 ［略］ 

岩手県議会事務局

総務課長印 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

印刻文字 印 材 大きさ（ミリメートル）

 ［略］ 

岩手県議会事務局

総務課総括課長印 

 ［略］ 

 ［略］ 
 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （岩手県議会事務局職員被服貸与規程の一部改正） 

第２条 岩手県議会事務局職員被服貸与規程（昭和 44年岩手県議会訓令第６号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （被服貸与票）  （被服貸与票） 

第４条 総務課長は、被服貸与票（別記様式）を備え付け、常

に貸与品の貸与状況を明らかにしておかなければならない。

第４条 総務課総括課長は、被服貸与票（別記様式）を備え付

け、常に貸与品の貸与状況を明らかにしておかなければなら

ない。 



 （貸与被服の返納）  （貸与被服の返納） 

第５条 総務課長は、貸与期間が満了したとき、又は休職を命

ぜられ、若しくは退職したときその他貸与を必要としない理

由が生じたときは、直ちに、貸与被服を返納させなければな

らない。 

第５条 総務課総括課長は、貸与期間が満了したとき、又は休

職を命ぜられ、若しくは退職したときその他貸与を必要とし

ない理由が生じたときは、直ちに、貸与被服を返納させなけ

ればならない。 

別記様式（第４条関係） 別記様式（第４条関係） 

 ［略］ 

 ［略］ 

総務課長

印 
 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 １ この貸与票は、個人ごとに総務課長が作成して

ください。 

 ［略］ 

 ［略］ 

総務課総

括課長印
 ［略］ 

 ［略］ 

 備考 １ この貸与票は、個人ごとに総務課総括課長が作

成してください。 

    ２・３ ［略］     ２・３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （岩手県議会事務局職員服務規程の一部改正） 

第３条 岩手県議会事務局職員服務規程（昭和 44年岩手県議会訓令第７号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （定義）  （定義） 

第２条 この訓令において所属長とは、次の表の左欄に掲げる

職員の区分に従い、同表の当該右欄に掲げる者又はその代理

をする者をいう。 

事務局長、次長及び課長  ［略］ 

以上に掲げる職員以外の職員 課長 
 

第２条 この訓令において所属長とは、次の表の左欄に掲げる

職員の区分に従い、同表の当該右欄に掲げる者又はその代理

をする者をいう。 

事務局長、次長及び総括課長  ［略］ 

以上に掲げる職員以外の職員 総括課長 
 

 （職員記章）  （職員記章） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ 前項の職員記章は、総務課長が職員記章貸与台帳（様式第

２号）に登載し、配付するものとする。 

２ 前項の職員記章は、総務課総括課長が職員記章貸与台帳（様

式第２号）に登載し、配付するものとする。 

３ 職員記章を紛失し、又は損傷したため再交付を受けようと

するときは、職員記章再交付申請書（様式第３号）を総務課

長に提出しなければならない。 

３ 職員記章を紛失し、又は損傷したため再交付を受けようと

するときは、職員記章再交付申請書（様式第３号）を総務課

総括課長に提出しなければならない。 

４ ［略］ ４ ［略］ 

５ 職員でなくなったときは、速やかに、職員記章を総務課長

に返還しなければならない。 

５ 職員でなくなったときは、速やかに、職員記章を総務課総

括課長に返還しなければならない。 

６ ［略］ ６ ［略］ 

 （出勤簿取扱主任）  （出勤簿取扱主任） 

第８条 出勤簿取扱主任は、総務課長があらかじめ指定する職

員とする。 

第８条 出勤簿取扱主任は、総務課総括課長があらかじめ指定

する職員とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （育児休業の承認）  （育児休業の承認） 



第11条の２ 職員は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第２条第

２項の規定により育児休業の承認を受けようとするとき、又

は育児休業法第３条第３項において準用する育児休業法第２

条第２項の規定により育児休業の期間の延長の承認を受けよ

うとするときは、職員の育児休業等に関する規則（平成４年

第11条の２ 職員は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）第２条第

２項の規定により育児休業の承認を受けようとするとき、又

は育児休業法第３条第３項において準用する育児休業法第２

条第２項の規定により育児休業の期間の延長の承認を受けよ

うとするときは、職員の育児休業等に関する規則（平成４年

岩手県人事委員会規則第15号。以下「育児休業規則」という。）

第３条第１項に規定する育児休業承認請求書を所属長を経由

して総務課長に提出しなければならない。 

岩手県人事委員会規則第15号。以下「育児休業規則」という。）

第３条第１項に規定する育児休業承認請求書を所属長を経由

して総務課総括課長に提出しなければならない。 

２ 育児休業をしている職員は、育児休業規則第６条第１項各

号に掲げる事由が生じたときは、遅滞なく、同条第２項に規

定する養育状況変更届を所属長を経由して総務課長に提出し

なければならない。 

２ 育児休業をしている職員は、育児休業規則第６条第１項各

号に掲げる事由が生じたときは、遅滞なく、同条第２項に規

定する養育状況変更届を所属長を経由して総務課総括課長に

提出しなければならない。 

 （育児短時間勤務の承認）  （育児短時間勤務の承認） 

第11条の３ 職員は、育児休業法第10条第２項の規定により育

児短時間勤務の承認を受けようとするとき、又は育児休業法

第11条第２項において準用する育児休業法第10条第２項の規

定により育児短時間勤務の期間の延長の承認を受けようとす

るときは、育児休業規則第14条第１項に規定する育児短時間

勤務承認請求書を所属長を経由して総務課長に提出しなけれ

ばならない。 

第11条の３ 職員は、育児休業法第10条第２項の規定により育

児短時間勤務の承認を受けようとするとき、又は育児休業法

第11条第２項において準用する育児休業法第10条第２項の規

定により育児短時間勤務の期間の延長の承認を受けようとす

るときは、育児休業規則第14条第１項に規定する育児短時間

勤務承認請求書を所属長を経由して総務課総括課長に提出し

なければならない。 

２ 育児短時間勤務をしている職員は、育児休業規則第15条に

おいて準用する育児休業規則第６条第１項各号に掲げる事由

が生じたときは、遅滞なく、同条第２項に規定する養育状況

変更届を所属長を経由して総務課長に提出しなければならな

い。 

２ 育児短時間勤務をしている職員は、育児休業規則第15条に

おいて準用する育児休業規則第６条第１項各号に掲げる事由

が生じたときは、遅滞なく、同条第２項に規定する養育状況

変更届を所属長を経由して総務課総括課長に提出しなければ

ならない。 

 （自己啓発等休業の承認）  （自己啓発等休業の承認） 

第11条の４ 職員は、職員の自己啓発等休業に関する条例（平

成19年岩手県条例第65号）第２条の規定に基づく自己啓発等

休業の承認を受けようとするとき、又は同条例第７条第３項

において準用する同条例第２条の規定に基づく自己啓発等休

業の期間の延長の承認を受けようとするときは、職員の自己

啓発等休業に関する規則（平成19年岩手県人事委員会規則第

38号）第４条第１項に規定する自己啓発等休業承認申請書を

所属長を経由して総務課長に提出しなければならない。 

第11条の４ 職員は、職員の自己啓発等休業に関する条例（平

成19年岩手県条例第65号）第２条の規定に基づく自己啓発等

休業の承認を受けようとするとき、又は同条例第７条第３項

において準用する同条例第２条の規定に基づく自己啓発等休

業の期間の延長の承認を受けようとするときは、職員の自己

啓発等休業に関する規則（平成19年岩手県人事委員会規則第

38号）第４条第１項に規定する自己啓発等休業承認申請書を

所属長を経由して総務課総括課長に提出しなければならない。

２ 自己啓発等休業をしている職員は、職員の自己啓発等休業

に関する条例第９条第１項各号に掲げる事由が生じたときは

、遅滞なく、職員の自己啓発等休業に関する規則第６条第１

項に規定する大学等課程履修（国際貢献活動）状況変更届を

所属長を経由して総務課長に提出しなければならない。 

２ 自己啓発等休業をしている職員は、職員の自己啓発等休業

に関する条例第９条第１項各号に掲げる事由が生じたときは

、遅滞なく、職員の自己啓発等休業に関する規則第６条第１

項に規定する大学等課程履修（国際貢献活動）状況変更届を

所属長を経由して総務課総括課長に提出しなければならない

。 



 （当直管理）  （当直管理） 

第22条 当直に関する事務は、総務課長が管理する。 第22条 当直に関する事務は、総務課総括課長が管理する。 

２ 総務課長は、別に定めるところにより当直日の割当てをし

なければならない。 

２ 総務課総括課長は、別に定めるところにより当直日の割当

てをしなければならない。 

 （当直員）  （当直員） 

第23条 当直員は、職員を充てるものとする。ただし、職員に 第23条 当直員は、職員を充てるものとする。ただし、職員に

より難い特別の事情がある場合において、総務課長が事務局

長の承認を得たときは、この限りでない。 

より難い特別の事情がある場合において、総務課総括課長が

事務局長の承認を得たときは、この限りでない。 

 （当直命令）  （当直命令） 

第24条 当直命令は、事務局長、次長及び課長以外の職員に対

し、当直勤務日前15日までに当直命令通知書（様式第13号）

により、所属長が行うものとする。 

第24条 当直命令は、事務局長、次長及び総括課長以外の職員

に対し、当直勤務日前15日までに当直命令通知書（様式第13

号）により、所属長が行うものとする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （当直の種類及び勤務時間）  （当直の種類及び勤務時間） 

第25条 当直の種類は、次の各号に掲げるとおりとし、その勤

務時間は、当該当直の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

るとおりとする。ただし、当該各号に定める勤務時間による

ことができない事情があるときは、総務課長は、事務局長の

承認を得て、別に勤務時間を定めることができる。 

第25条 当直の種類は、次の各号に掲げるとおりとし、その勤

務時間は、当該当直の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

るとおりとする。ただし、当該各号に定める勤務時間による

ことができない事情があるときは、総務課総括課長は、事務

局長の承認を得て、別に勤務時間を定めることができる。 

 (１)・(２) ［略］  (１)・(２) ［略］ 

 （当直員の職務）  （当直員の職務） 

第26条 当直員は、おおむね次に掲げる事務を処理する。 第26条 当直員は、おおむね次に掲げる事務を処理する。 

 (１)～(３) ［略］  (１)～(３) ［略］ 

 (４) 前各号に掲げるもののほか、当直勤務について総務課

長が定めた事項 

 (４) 前各号に掲げるもののほか、当直勤務について総務課

総括課長が定めた事項 

 （保管すべき帳簿等）  （保管すべき帳簿等） 

第27条 当直員は、その勤務に際し、総務課長又は前の当直員

から当直日誌その他の総務課長が別に定める帳簿等を受領し

、当直勤務終了後総務課長又は次の当直員に引き継がなけれ

ばならない。 

第27条 当直員は、その勤務に際し、総務課総括課長又は前の

当直員から当直日誌その他の総務課総括課長が別に定める帳

簿等を受領し、当直勤務終了後総務課総括課長又は次の当直

員に引き継がなければならない。 

 （非常事態の措置）  （非常事態の措置） 

第30条 当直員は、県又は議員若しくは職員に関する重大な事

件が発生したとき又は議員会館及びその付近に火災その他の

災害が発生したときは、次に掲げる者にその掲げる順序によ

り直ちに連絡してその指揮を受けるとともに、必要があると

きは、臨機の措置をとらなければならない。 

第30条 当直員は、県又は議員若しくは職員に関する重大な事

件が発生したとき又は議員会館及びその付近に火災その他の

災害が発生したときは、次に掲げる者にその掲げる順序によ

り直ちに連絡してその指揮を受けるとともに、必要があると

きは、臨機の措置をとらなければならない。 

 (１) 当該事件に最も関係の深い課長及び総務課長  (１) 当該事件に最も関係の深い総括課長及び総務課総括課

長 

 (２)・(３) ［略］  (２)・(３) ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

 （当直日誌）  （当直日誌） 



第31条 当直員は、当直勤務中の状況その他所定の事項を当直

日誌（様式第14号）に記載し、署名押印の上、当該勤務終了

後総務課長の検閲を受けなければならない。 

第31条 当直員は、当直勤務中の状況その他所定の事項を当直

日誌（様式第14号）に記載し、署名押印の上、当該勤務終了

後総務課総括課長の検閲を受けなければならない。 

 （特例）  （特例） 

第32条 総務課長は、第22条から前条までに規定するところに

より難いときは、事務局長の承認を得て別に特例を定めるこ

第32条 総務課総括課長は、第22条から前条までに規定すると

ころにより難いときは、事務局長の承認を得て別に特例を定

とができる。 めることができる。 

様式第９号（第14条関係） 様式第９号（第14条関係） 

 ［略］ 

総務課長

印 
 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

総務課総

括課長印 
 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

様式第11号（第16条関係） 様式第11号（第16条関係） 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

          課長  担当課長  課員 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

          総括課長  担当課長  課員 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

様式第12号（第19条関係） 様式第12号（第19条関係） 

［略］  ［略］ 

 課 長  ［略］ 

  ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

［略］  ［略］ 

 総括課長  ［略］ 

  ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

様式第13号（第24条関係） 様式第13号（第24条関係） 

 ［略］ 

  総務課長 様 

 ［略］ 

 ［略］ 

  総務課総括課長 様 

 ［略］ 

様式第14号（第31条関係） 様式第14号（第31条関係） 

 ［略］ 

総務課長認印  ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

総務課総括課

長認印 
 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （岩手県議会事務局公用車運行管理規程の一部改正） 

第４条 岩手県議会事務局公用車運行管理規程（昭和 45年岩手県議会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 



  改正前 改正後 

 （運行管理者）  （運行管理者） 

第３条 事務局総務課長（以下「運行管理者」という。）は、

公用車を安全かつ適切に運行するための必要な措置（以下「運

行管理」という。）を講ずる責めに任ずる。 

第３条 事務局総務課総括課長（以下「運行管理者」という。）

は、公用車を安全かつ適切に運行するための必要な措置（以

下「運行管理」という。）を講ずる責めに任ずる。 

様式第１号（第14条関係） 様式第１号（第14条関係） 

   総務課長 様 

 ［略］ 

課 長  ［略］ 

［略］ 

 ［略］

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

   総務課総括課長 様 

 ［略］ 

総括課長  ［略］ 

［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

様式第２号（第14条関係） 

課 長  ［略］ ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

様式第２号（第14条関係） 

総括課長  ［略］ ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

様式第３号（第14条関係） 

［略］  ［略］ 

 ［略］ 

課 長  ［略］ 
 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

様式第３号（第14条関係） 

［略］  ［略］

 ［略］ 

総括課長  ［略］
 ［略］ 

 ［略］ 

 ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この訓令は、平成 21年４月１日から施行する。 
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